
住宅宿泊事業法（民泊新法）の概要

１ 住宅宿泊事業者に係る制度の創設
① 住宅宿泊事業（民泊サービス）を行おうとする者は，都道府県知事への届出が必要

（年間提供日数の上限は180日（泊）とし，地域の実情を反映する仕組み（日数制限条例）の創設）

② 家主居住型の住宅宿泊事業者に対し，住宅宿泊事業の適正な遂行のための措置（衛生確保措置，騒音防止のための説明，

苦情への対応，宿泊者名簿の作成・備付け、標識の掲示等）を義務付け

③ 家主不在型の住宅宿泊事業者に対し，上記措置を住宅宿泊管理業者に委託することを義務付け

④ 都道府県知事は，住宅宿泊事業者に係る監督を実施

※ 都道府県に代わり，保健所設置市（政令市，中核市等），特別区（東京23区）が監督（届出の受理を含む）・条例制定

事務を処理 できることとする

２ 住宅宿泊管理業者に係る制度の創設
① 住宅宿泊管理業（家主不在型の住宅宿泊事業者から委託を

受けて１②の措置（標識の掲示を除く）等を行うもの）を
営もうとする者は国土交通大臣の登録が必要

② 住宅宿泊管理業者に対し，住宅宿泊管理業の適正な遂行のための
措置（住宅宿泊事業者への契約内容の説明等）の実施と１②の措置

（標識の掲示を除く）の代行を義務付け
③ 国土交通大臣は，住宅宿泊管理業者に係る監督を実施(一部の監督

権限については，保健所設置市が処理することができる。)

３ 住宅宿泊仲介業者に係る制度の創設
① 住宅宿泊仲介業（住宅宿泊事業者と宿泊者との間の宿泊契

約の締結の仲介を行うもの）を営もうとする者は観光庁長
官の登録が必要

② 住宅宿泊仲介業に対し，住宅宿泊仲介業の適正な遂行のた
め措置（宿泊者への契約内容の説明等）を義務付け

③ 観光庁長官は、住宅宿泊仲介業者に係る監督を実施
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住宅宿泊事業法（民泊新法）施行令及び規則等案の概要について

１ 住宅宿泊事業者の届出事項，業務内容等

⑴ 住宅宿泊事業を行うことができる家屋（法第２条第１項第２号関係）

現に人の生活の本拠として使用されている家屋，入居者の募集が行われている家屋，随時所有者又は賃借人の居住の用に

供されている家屋。

⑵ 人を宿泊させる日数の算定方法（法第２条第３項関係）

人を宿泊させる日数として算定した日数は，毎年４月１日正午～翌年４月１日正午までの期間において人を宿泊させた日数

とし，正午～翌日の正午までの期間を１日とする。

⑶ 届出時の添付を求める書類（法第３条第２項及び第３項関係）

・ 住宅の図面，登記事項証明書（届出者が所有権者であるかどうかの確認のため）

・ 住宅が賃借物件である場合の転貸の承諾書

・ 住宅が区分所有建物である場合には規約の写し（規約に住宅宿泊事業に関して定めがない場合は管理組合に禁止する意思

がないことを確認したことを証する書面）

※ 届出の添付書類に条例への委任規定なし。

⑷ 宿泊者の衛生の確保を図るための必要な措置（法第５条関係）

① 居室の床面積は宿泊者一人当たり３．３㎡以上を確保すること

② 定期的な清掃及び換気を行うこと

⑸ 届出者（届出住宅）の安全確保（法第６条関係）

非常用照明器具の設置，避難経路の表示のほか，建築基準法上の宿泊施設と同等の防災対策（耐火要件，廊下幅制限，２つ

以上の直通階段，内装制限）

⑹ 宿泊者名簿に記載する事項（法第８条第１項関係）

宿泊者の氏名，住所，職業及び宿泊日のほか，宿泊者が日本国内に住所を有しない外国人であるときは，その国籍及び旅券番号
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⑺ 周辺地域の生活環境への悪影響の防止に関し必要な事項（法第９条第１項関係）
騒音の防止のために配慮すべき事項，ごみの処理に関し配慮すべき事項，火災の防止のために配慮すべき事項等の
説明を行う。

⑻ 宿泊サービス提供契約の締結の代理等の委託の方法（法第１２条関係）
委託しようとする仲介業者又は旅行業者に対し，住宅宿泊事業者の届出番号を通知しなければならない。

⑼ 住宅宿泊事業の報告（法第１４条関係）
２ヶ月ごとに届出住宅に人を宿泊させた日数等を報告すること。

２ 実施の制限に関する条例の基準（法第１８条関係）
⑴ 施行令規定内容

① 区域ごとに，住宅宿泊事業を実施してはならない期間を指定して行う。
② 区域の指定は，土地利用の状況その他の事情を勘案して，住宅宿泊事業に起因する騒音の発生その他の事象による生活
環境の悪化防止することが特に必要である地域内の区域について行う。

③ 期間の指定は，宿泊に対する需要の状況その他の事情を勘案して，住宅宿泊事業に起因する騒音の発生その他の事象に
よる生活環境の悪化を防止することが特に必要である期間内において行う。

⑵ ガイドライン概要（条例の具体例）
静穏な環境の維持及び防犯の観点から学校・保育所等の近隣地域において，学校・保育所等の運営に支障をきたすほどに，

現状では保たれているその生活環境が悪化するおそれのある場合。
区域：当該施設周辺の一定の地域
期間：月曜日から金曜日まで（学校の長期休暇中は除く。）
※ そのほかに，別荘地の静穏な環境や山間部の道路渋滞等を考慮した具体例を挙げている。

３ 住宅宿泊管理事業者関係

・住宅宿泊事業者への定期報告事項（法第４０条関係）
住宅宿泊管理業務の実施状況，届出住宅の維持保全の状況，届出住宅の周辺地域の住民からの苦情の発生状況等を報告事項とする。

４ 住宅宿泊仲介事業者関係

・住宅宿泊仲介契約の締結前の説明事項（法第５９条第１項及び第２項関係）
住宅宿泊仲介業務に関する料金に関する事項，住宅宿泊事業者の届出番号等を仲介契約締結前の説明事項とする。
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